
他の専門部会への提案一覧

産業・雇用部会への提案

No. 提案元部会 提案の概要 提案の趣旨 関係部局

1 教育・人づくり部会

　新規高卒者の早期離職の防止を図るた
め、企業における若手従業員の職場定着
支援に係る取組を促進すべきではない
か。

・新規高卒者の３年後離職率について、全国平均を下回り、改善傾向にあるも
のの、依然として高い水準にある。

・高校では、離職防止セミナーを開催するとともに、職場定着就職支援員や教
員が企業訪問し、面談によるフォローアップを行うなど、定着支援の取組を進
めている。

・離職理由は、必ずしも従業員本人に原因がある訳ではなく、仕事上の人間関
係や待遇面など、企業側に原因がある場合もある。

・新規高卒者の早期離職防止に向け、学校側だけでなく、企業側における職
場定着の取組も同時に進めていく必要がある。

産業労働部

2 教育・人づくり部会

　社会人のリスキリングについて、現場
でどういったニーズがあるか把握するた
め、経済団体等を通じ、県内企業におけ
るニーズ調査に取り組むべきではない
か。

・県内の高等教育機関では、それぞれの特色を生かしたリスキリング等の講
座を実施しており、県ＨＰにおいて一覧にして公開しているところである。

・しかしながら、講座によっては参加者が少ないものもあり、大学が提供するメ
ニューと、企業側の希望にミスマッチが生じている可能性がある。

・企業側が提供してほしい知識・技術がリスト化されれば、大学側もそれに合っ
た講座を提供できる可能性がある。

産業労働部

未来創造・地域社会部会への提案

No. 提案元部会 提案の概要 提案の趣旨 関係部局

3 産業・雇用部会
　自然豊かな秋田で生活しながら首都圏
等の会社に勤務するリモートワーク移住
を首都圏等の企業にＰＲしていくべき。

・コロナ禍を契機として、地方回帰志向が高まるとともに、リモートワークなどの
新しい働き方を認める企業が増えてきている。

・このため、首都圏等の企業を離職せず、自然豊かな秋田で暮らしながら働く
という選択が可能な状況になってきている。

・このことを積極的にＰＲし、本県の課題である人口減少や若い世代の流出な
どの解決の１手段としてはどうか。

あきた未来
創造部

4 産業・雇用部会

　介護世代をターゲットにしてリモート
ワーク移住を進めるなど、首都圏等の会
社を離職せずに、県内に戻って、働きな
がら介護等できる選択肢をＰＲしていく
べき。

・ある程度の年代になると親の介護の問題に直面する人が多くなるという現状
がある。

・その際に、今勤めている（首都圏等の）会社を離職せずに、介護することがで
きるという選択肢があることを積極的にＰＲすることで救われる人も多いのでは
ないか。

・そのような選択肢を示していくことで、県内に戻ってくる人が増え、人口減少
問題の一助になるのではないか。

あきた未来
創造部

5 産業・雇用部会

　ＳＤＧｓや女性活躍に取り組む企業同
士（他県も含む）の交流会（異業種を含
む）などを実施することで、ＳＤＧｓや
女性活躍の取組もより進化（深化）する
のではないか。

・１つの会社の中でＳＤＧｓや女性活躍の取組を進めても限界がある。

・他社のＳＤＧｓや女性活躍の取組を知る機会を作ることで、自社での取組に
足りない部分や新たなアイディアが生まれ、自社の活動が活発化するのでは
ないか。

あきた未来
創造部

6 産業・雇用部会

　首都圏の若者を県内に呼び込むため、
金・土・日に夜行バスを無料で走らせて
はどうか。
　また、秋田の大学生も利用可能するこ
とで、首都圏とのネットワーク構築支援
になり、首都圏等から人を呼び込むこと
にもつながるのではないか。

・本県の最重要課題である人口減少、若者の流出について、本県の一番の
ネックは、交通費（首都圏との距離）である。

・特に若い世代はお金がないことから、秋田に帰ってくることを敬遠する傾向が
あるのではないか。

・無料バスを走らせ、首都圏との距離感を縮めることで、県内回帰のハードル
が下がるのではないか。

・また、県外在住者が本県を訪れるきっかけとして「人の繋がり」が非常に大き
いことから、県内学生等にも無料バスを活用してもらうことでネットワーク構築
を支援し、本県を訪れる人の数を増やしていくべきではないか。

あきた未来
創造部

参考資料２
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未来創造・地域社会部会への提案

No. 提案元部会 提案の概要 提案の趣旨 関係部局

7 産業・雇用部会

　若者の県内回帰のためには、暮らしや
すさなどの生活環境（通勤時間が短い、
子育て環境の充実等）も積極的に県内就
職のメリットとしてＰＲしていくべき。

・若者の県内回帰を進めるに当たっては、雇用環境（業務内容、賃金水準、職
場環境など）だけでなく、生活環境も重要な要素である。

・通勤時間が首都圏に比べ短いことや、子育て環境が充実していることなど、
仕事側のアプローチだけでなく、暮らしやすさの面も積極的にＰＲしていくべき
ではないか。

あきた未来
創造部

8 農林水産部会

　食料の円滑な入手（食品アクセス）の
確保について、特に自動車利用が困難な
高齢者を中心に、食品を簡単に購入でき
ない、いわゆる買い物困難者の増加が見
込まれることから、県としてそのような
事態を見据えた対策を講じるべきではな
いか。

・県の人口減少が進む中、経営を維持することができず、廃業する地域のコン
ビニや商店などの増加が見込まれる。

・こうした中、改正食料・農業・農村基本法においても、食料の円滑な入手（食
品アクセス）の確保について、規定（第19条）された。

あきた未来
創造部

教育・人づくり部会への提案

No. 提案元部会 提案の概要 提案の趣旨 関係部局

9 観光・交流部会
　子どもの学びと保護者の休暇を組み合
わせた「ラーケーション」について秋田
県でも取り組んでいただきたい。

・土曜日や日曜日が休みではない業態における人材確保にとっても効果があ
る。

教育庁

その他（基本政策に関する提案）

No. 提案元部会 提案の概要 提案の趣旨 関係部局

10 健康・医療・福祉部会

　災害時に備えた協定は重要であるの
で、災害派遣チームの派遣のほか、事業
者からの支援、市町村間での共助という
総合的な体制構築を進めていただきた
い。

・大規模災害に備えた総合的な体制整備が必要である。

総務部
（基本政策）

11 健康・医療・福祉部会
　高齢者や障害者への避難にあたって
は、ＢＣＰも含めた個別避難計画の策定
が急がれる。

・高齢者や障害者などの要支援者に対しては、それぞれの事情に応じた避難
計画を準備する必要がある。

総務部
（基本政策）

12 健康・医療・福祉部会

　昨年の大雨災害時、県医師会で各避難
所を見回りしたところ、避難所として開
設されたが、段ボールベッドがないな
ど、各地域や市町村によって運営方法に
ばらつきがあると感じたので、適切に設
営できるよう支援する必要がある。

・避難所の設営にあたり、市町村によっては人材確保や設営に係る経験等の
差がある。

総務部
（基本政策）

13 健康・医療・福祉部会

　速やかな救急体制を構築することは言
うまでもないが、初期対応としてのＡＥ
Ｄの活用も大事である。しかしながら、
実際にＡＥＤを使う現場に直面したとき
は、医療従事者などの経験者でないと躊
躇すると思われるので、救命講習などの
機会を充実させることは必要である。

・急性心筋梗塞等の急性期疾患に対しては、発症現場において適切な処置を
行う必要がある。

総務部
（基本政策）
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